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はじめに 

平成７年に発生した阪神・淡路大震災では，地震時における火災の恐ろし

さを再認識させられました．地震災害において，火災は甚大な被害をもたら

す要因の一つとして位置付けられており，特に多くの木造密集市街地を有す

る我が国においては，市街地の火災に対する潜在的な延焼危険性を評価する

ことは重要であると考えています． 

 

地震調査研究事業の一環として，これまでに地震時における市街地火災に

関する研究を行ってきました。「地域特性を考慮した地震被害想定に関する研

究Ⅴ」（地震保険調査研究 40，平成 7 年 12 月）では，都内の 3 地区を対象に

ランダムな出火点を設定して数多くのシミュレーションを行い，地域の火災

に対する潜在的な延焼危険性の評価を試みました．「地震時の市街地火災に関

する研究」（地震保険調査研究 43，平成 10 年 5 月）では，パーコレーション

理論に基づく新しい延焼危険の評価理論を提案し，仮想的な市街地のモデル

化と延焼過程のモデル化を試みました．  

 

本研究では，その後の急速なコンピューター技術の進展に伴い，GIS 技術が

急速な進展を遂げてきたことをうけ，実市街地の GIS マップを利用すること

により，実際の建物形状を反映した市街地を想定し，個々の市街地特性に応

じた火災に対する潜在的な延焼危険性を評価する手法の開発を行いました．

本報告書が，防災や保険など災害に係る分野において参考資料となれば幸い

です． 
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